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(1)

● 386 件 ー 件

a) 319 件 ー 件

b) 55 件 ー 件

● 461 件 541 件

a) 353 件 114 件

b) 364 件 111 件

c) 370 件 115 件

● 83 件 136 件

● 532 件 636 件

a) 394 件 509 件

b) 366 件 394 件

● 51 件 169 件

● 290 件 285 件

● 241 件 46 件

● 87 件 123 件

● 118 件 384 件

事業場外みなし労働者、管理監督者も含めたすべての労働者の
労働時間管理・適正把握の取り組み

事業場外みなしおよび裁量労働制の適正運用に向けた点検
(労使協定・労使委員会、健康・福祉確保措置の実施状況、労働
時間の状況、2024年4月施行の裁量労働制改正を踏まえた点検な
ど)

労働安全委員会の設置など労働安全衛生法令に基づく職場の点
検、改善の取り組み

その他長時間労働の是正・過労死ゼロに関する取り組み（※上
記具体的な取組内容が不明な場合はこちらへ記入）

時間外・深夜・休日割増率引き上げの取り組み

年次有給休暇の取得促進に向けた取り組み

上記の内訳：次のa)～b)について取り組んだ件数をカウント

職場における取得状況等を把握し、労働者が全員偏りなく年次
有給休暇が取得できるよう、取得5日未満者をなくす取り組みを
行う。

年次有給休暇100％取得をめざし、計画的付与の導入などの方策
について、労使間で協議等を行う。

インターバル制度、「つながらない権利」の導入、および導入
済制度の向上に向けた取り組み

３６協定の点検や見直し

上記の内訳：次のa)～c)について取り組んだ件数をカウント

３６協定は、「月45時間、年360時間以内」を原則に締結する。

やむを得ず特別条項を締結する場合においても、年720時間以内
とし、原則を踏まえ、より抑制的な時間となるよう取り組む。

休日労働を含め、年720時間以内となるように取り組む。

「豊かな生活時間」の確保と「あるべき労働時間」の実現

所定労働時間の短縮

上記の内訳：次のa)～b)について取り組んだ件数をカウント

休日増

1日の所定労働時間の短縮

労働条件に関する2025春季生活闘争および通年(2024年9月～）の各種取り組み

要求事項
要求・取組件数（交渉単位）

2025.3.6公表 2024.3.7公表

１．すべての労働者の立場にたった「働き方」の改善



(2)

● 77 件 174 件

● 387 件 371 件

● 22 件 25 件

(3)

●

a) 176 件 192 件

b) 286 件 128 件

c) 63 件 80 件

d) 22 件 35 件

e) 61 件 65 件

f) 145 件 166 件

(4) 248 件 363 件

a) 248 件 252 件

b) 184 件 149 件

c) 127 件 123 件

(5) 75 件 106 件

(6) 90 件 105 件

(7)

● 262 件 202 件

● 33 件 31 件

(8) 67 件 78 件

※

障がい者雇用に関する取り組み

障がい者雇用率の把握と法定雇用率達成に向けた取り組み

障がい者雇用に関する労働協約・就業規則の点検・見直し

治療と仕事の両立の推進に関する取り組み

疾病治療と仕事の両立が可能となる職場環境の整備、多様な休職・勤務制度の導入などの取り組
みをカウント

上記の内訳：次のa)～c)について取り組んだ件数をカウント

60歳以降の処遇のあり方への対応

65歳までの雇用確保に向けた定年引き上げ

65歳から70歳までの就業機会確保

テレワークの導入、および導入済み制度の見直しの取り組み

人材育成と教育訓練の充実に向けた取り組み

一時金支給の取り組み

福利厚生全般及び安全管理に関する取り組み（点検、分析・検
討、是正等の取り組み）

社会保険の加入状況の確認・徹底と加入希望者への対応

育児・介護休業の取得を正社員と同様の制度とする取り組み

その他均等・均衡待遇実現に向けた取り組み（※教育訓練な
ど、上記具体的な取組内容が不明な場合にカウント）

60歳以降の高齢期における雇用と処遇に関する取り組み

無期労働契約への転換促進および無期転換ルール回避目的の雇
い止め防止と当該労働者への周知徹底、、2024年4月施行の労働
条件明示ルール改正を踏まえた点検定着

派遣労働者の受け入れ時および期間制限到来時における交渉・
協議の協約化、ルール化の取り組み

職場における均等・均衡待遇実現に向けた取り組み

同一労働同一賃金の実現に向けた労働条件の点検もしくは改善

次のa)～f)について、パートタイム労働者、有期契約労働者、派遣労働者など、雇用形態にかか
わらず不合理な差別がないか、点検もしくは改善した件数をカウント

基本給など賃金の決定基準等に対するルールの整備

すべての労働者の雇用安定に向けた取り組み

正社員への転換ルールの整備と運用状況点検



(1)

● 160 件 172 件

● 6 件 10 件

● 0 件 ー 件

(2)

● 44 件 64 件

● 13 件 12 件

● 43 件 40 件

● 118 件 235 件

● 34 件 34 件

● 244 件 56 件

(3)

● 92 件 314 件

● 64 件 41 件

● 44 件 58 件

● 271 件 4 件

職場実態の把握とハラスメント対策（事業主が講ずべき措置お
よび望ましい取り組み）についての労使協議

あらゆるハラスメントを一元的に防止する取り組み（パワハ
ラ、セクハラ、マタハラ、パタハラ、ケアハラ、ＳＯＧＩハ
ラ）

「性的指向及び性自認（ＳＯＧＩ）に関する差別禁止、アウ
ティングならびにカミングアウトの強制の防止などのハラスメ
ント対策、就業環境改善。同性パートナーに対する生活関連手
当の支給をはじめとする福利厚生の適用の取り組み

ドメスティック・バイオレンスや性暴力による被害者を対象と
した、相談体制の整備や休暇制度の創設など、の職場における
支援のための環境整備

合理的な理由のない転居を伴う転勤の点検と是正

妊娠・出産等を理由とする不利益取り扱いについての点検と是
正

女性活躍推進法にもとづく事業主行動計画策定・進捗確認にお
いて、状況把握項目の男女別データの把握や要因分析など、積
極的な関与

企業規模にかかわらず、事業主行動計画の策定・公表と、「男
女の賃金の差異」の把握・要因分析・公表の事業主への働きか
け

女性活躍推進法および男女雇用機会均等法の定着・点検に向け
た要求・取り組み（※上記に当てはまらない具体的な取組内容
はこちらへ記入）

あらゆるハラスメント対策と差別禁止に関する取り組み

男女間賃金格差および生活関連手当支給基準の是正の取り組み

男女間賃金格差の実態と要因把握・点検、改善へ向けた取り組
み

生活関連手当での「世帯主」要件と、女性のみに証明書類の提
出を求めることの廃止に向けた取り組み

雇用管理区分（一般職・総合職など）ごとの性別に偏りがあ
り、雇用管理区分によって手当などの種類や金額が異なる場
合、職場や手当などの実態の点検と、合理的な説明ができない
差がある場合には是正に向けた取り組み

女性活躍推進法および男女雇用機会均等法の周知徹底と点検活動

男女間格差の実態についての点検やポジティブ・アクションに
よる改善の取り組み

２．ジェンダー平等・多様性の推進



(4)

● 507 件 471 件

a) 39 件 45 件

b) 77 件 101 件

c) 53 件 41 件

● 98 件 67 件

(5)

● 278 件 256 件

● 60 件 68 件

● 33 件 ー 件

次世代育成支援対策推進法にもとづく行動計画の策定、取り組
みの点検

不妊治療と仕事の両立に向けた取り組み

３．ビジネスと人権に関する取り組み

ビジネスと人権に関する取り組み方針の策定、労使協議の実施
など

上記の内訳：次のa)～c)について取り組んだ件数をカウント

有期契約労働者の育児・介護休業の取得要件の撤廃に向けた取
り組み

男性の育児休業取得促進に向けた取り組み

両立支援のための情報提供や相談窓口設置に向けた取り組み

男女の更年期、生理休暇など性差に応じた健康課題の点検・把
握、健康支援のための制度の導入と利用しやすい環境整備に関
する取り組み

次世代育成支援対策推進法にもとづく取り組みの推進

育児や介護と仕事の両立に向けた環境整備

2025年4月から順次施行される改正育児・介護休業法の内容の周
知徹底、育児・介護に関する両立支援制度の点検と法を上回る
制度の導入


